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１【ファンドの運用状況】

以下は、平成27年 2月27日現在の状況について記載してあります。

【新興国債券インデックス・オープン】

（１）【投資状況】

 

 

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

親投資信託受益証券 日本 13,748,382 100.00

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 450 0.00

合計(純資産総額) 13,748,832 100.00

 

(注1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。

(注2)投資比率とは、本ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

（２）【運用実績】

①【純資産の推移】

 

 

　
純資産総額（円） 1万口当たりの純資産額（円）

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1期計算期間末 (平成26年 8月11日) 10,948,868 10,948,868 10,332 10,332

平成26年 2月末日 2,768,595 ― 9,840 ―

　　　　 3月末日 2,857,983 ― 10,158 ―

　　　　 4月末日 3,561,119 ― 10,241 ―

　　　　 5月末日 3,923,086 ― 10,418 ―

　　　　 6月末日 4,427,571 ― 10,445 ―

　　　　 7月末日 8,258,019 ― 10,530 ―

　　　　 8月末日 11,256,882 ― 10,576 ―

　　　　 9月末日 12,287,408 ― 10,587 ―

　　　　10月末日 16,031,333 ― 10,806 ―

　　　　11月末日 13,248,676 ― 11,487 ―

　　　　12月末日 13,647,507 ― 10,937 ―

平成27年 1月末日 13,909,909 ― 10,864 ―

　　　　 2月末日 13,748,832 ― 10,738 ―

 

②【分配の推移】

 

 

　 期　間 1万口当たりの分配金（円）

第1期計算期間 平成25年11月19日～平成26年 8月11日 0
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③【収益率の推移】

 

 

　 期　間 収益率（％）

第1期計算期間 平成25年11月19日～平成26年 8月11日 3.3

第2期中間計算期間 平成26年 8月12日～平成27年 2月11日 4.2

 

(注1)収益率とは、各計算期間末の基準価額(分配付)から前計算期間末の基準価額(分配落)を控除した額を前計算期間末の
基準価額(分配落)で除して得た数に100を乗じて得た数字です。

(注2)小数第2位を四捨五入しております。

（参考）

新興国債券インデックス　マザーファンド

投資状況

 

 

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

国債証券 マレーシア 1,442,559,781 10.30

ポーランド 1,434,848,008 10.24

南アフリカ 1,399,522,329 9.99

メキシコ 1,389,922,472 9.92

トルコ 1,321,192,360 9.43

ブラジル 1,306,944,147 9.33

インドネシア 1,289,478,015 9.20

タイ 1,097,030,951 7.83

コロンビア 1,017,075,956 7.26

ハンガリー 716,457,279 5.11

ロシア 578,969,929 4.13

ペルー 265,440,725 1.89

ナイジェリア 222,967,131 1.59

フィリピン 64,489,036 0.46

チリ 10,287,382 0.07

小計 13,557,185,501 96.77

現金・預金・その他の資産(負債控除後) ― 451,826,208 3.23

合計(純資産総額) 14,009,011,709 100.00

 

(注1)国／地域は、発行体の所在地によって記載しております。

(注2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

　

その他の資産の投資状況
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資産の

種類

買建

／

売建

国／地域 時価合計（円）

投資

比率

（％）

為替予約取引 買建 ― 2,027,991 0.01

売建 ― 2,031,180 △0.01

 

(注1)評価にあたっては、計算日または計算日に知りうる直近の日において為替予約の受渡日の対顧客先物売買相場の仲値
が発表されている場合は、当該為替予約は当該仲値によって評価しております。発表されていない場合は、発表され
ている先物相場のうち当該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算したレートを用いております。

(注2)投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。
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２【設定及び解約の実績】

【新興国債券インデックス・オープン】

 

 

　 期　間 設定口数（口） 解約口数（口） 発行済み口数（口）

第1期計算期間 平成25年11月19日～平成26年 8月11日 10,645,889 49,080 10,596,809

第2期中間計算期間 平成26年 8月12日～平成27年 2月11日 7,934,182 5,727,026 12,803,965

 

(注1)第1期計算期間の設定口数には、当初設定口数を含みます。

(注2)当該計算期間中において、本邦外における設定または解約の実績はありません。
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３【ファンドの経理状況】

(1)当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則(昭和52年大蔵省

令第38号)」並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則(平成

12年総理府令第133号)」に基づいて作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

(2)当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2期中間計算期間(平成26年 8月12日か

ら平成27年 2月11日まで)の中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる中間監査を受けてお

ります。
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【新興国債券インデックス・オープン】

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第1期
（平成26年 8月11日現在）

第2期中間計算期間
（平成27年 2月11日現在）

資産の部

流動資産

コール・ローン 10,316 58,015

親投資信託受益証券 10,947,206 13,782,108

未収入金 2,804 1,960

流動資産合計 10,960,326 13,842,083

資産合計 10,960,326 13,842,083

負債の部

流動負債

未払受託者報酬 570 2,959

未払委託者報酬 10,850 56,255

その他未払費用 38 311

流動負債合計 11,458 59,525

負債合計 11,458 59,525

純資産の部

元本等

元本 10,596,809 12,803,965

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 352,059 978,593

（分配準備積立金） 146,242 96,034

元本等合計 10,948,868 13,782,558

純資産合計 10,948,868 13,782,558

負債純資産合計 10,960,326 13,842,083

EDINET提出書類

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社(E12444)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

 7/40



（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第1期中間計算期間
自　平成25年11月19日
至　平成26年 5月18日

第2期中間計算期間
自　平成26年 8月12日
至　平成27年 2月11日

営業収益

受取利息 - 1

有価証券売買等損益 203,117 684,330

営業収益合計 203,117 684,331

営業費用

受託者報酬 427 2,959

委託者報酬 7,929 56,255

その他費用 17 311

営業費用合計 8,373 59,525

営業利益又は営業損失（△） 194,744 624,806

経常利益又は経常損失（△） 194,744 624,806

中間純利益又は中間純損失（△） 194,744 624,806

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う中間純損失金額の分配額（△）

1,738 405,309

期首剰余金又は期首欠損金（△） - 352,059

剰余金増加額又は欠損金減少額 978 685,402

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

978 -

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

- 685,402

剰余金減少額又は欠損金増加額 70,280 278,365

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

- 278,365

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

70,280 -

分配金 - -

中間剰余金又は中間欠損金（△） 123,704 978,593
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

１.有価証券の評価基準及び評価方法 親投資信託受益証券

移動平均法に基づき、基準価額で評価しております。

  

２.その他 ファンドの計算期間

当ファンドの計算期間は、原則として、毎年8月11日から翌年8月10日までとなって

おりますが、前計算期間末日が休業日のため、第2期中間計算期間は平成26年 8月

12日から平成27年 2月11日までとなっております。

  

 

　

（中間貸借対照表に関する注記）
 

 

　
第1期

(平成26年 8月11日現在)

第2期中間計算期間

(平成27年 2月11日現在)

１. 計算期間の末日にお

ける受益権の総数

10,596,809口 12,803,965口

２. 計算期間の末日にお

ける1単位当たりの純

資産の額

1口当たり純資産額 1.0332円1口当たり純資産額 1.0764円

(1万口当たり純資産額) (10,332円)(1万口当たり純資産額) (10,764円)

 

　

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）
 

 

 

該当事項はありません。

　

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項
 

 

　

　

第2期中間計算期間

(平成27年 2月11日現在)

１.貸借対照表計上額、時価及びその差

額

中間貸借対照表上の金融商品は原則として時価で評価しているため、中間貸借対照

表計上額と時価との差額はありません。

 

２.時価の算定方法 (1)有価証券

売買目的有価証券

「(重要な会計方針に係る事項に関する注記)」に記載しております。

 

(2)コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務
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第2期中間計算期間

(平成27年 2月11日現在)

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

 

３.金融商品の時価等に関する事項につ

いての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

 

 

　

（重要な後発事象に関する注記）
 

 

該当事項はありません。

 

　

（その他の注記）　

元本の移動
 

 

区分

第1期

自 平成25年11月19日

至 平成26年 8月11日

第2期中間計算期間

自 平成26年 8月12日

至 平成27年 2月11日

投資信託財産に係る元本の状況

期首元本額 500,000円 10,596,809円

期中追加設定元本額 10,145,889円 7,934,182円

期中一部解約元本額 49,080円 5,727,026円

 

　

（デリバティブ取引に関する注記）
 

 

該当事項はありません。
 

 

 

 

（参考）

「新興国債券インデックス・オープン」は、「新興国債券インデックス　マザーファンド」の受益証券を主要

投資対象としており、中間貸借対照表の資産の部に計上されている「親投資信託受益証券」は、全て同マザー

ファンドの受益証券であります。

同マザーファンドの平成27年 2月11日現在(以下、「計算日」といいます。)の状況は次のとおりであります。

なお、以下は参考情報であり、監査意見の対象外であります。

 

新興国債券インデックス　マザーファンド
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貸借対照表

平成27年 2月11日現在

項目 金額（円）

資産の部

流動資産

預金 79,754,444

コール・ローン 100,295,352

国債証券 13,496,839,980

未収利息 203,200,176

前払費用 45,253,365

流動資産合計 13,925,343,317

資産合計 13,925,343,317

負債の部

流動負債

未払解約金 4,898,001

流動負債合計 4,898,001

負債合計 4,898,001

純資産の部

元本等

元本 7,986,360,462

剰余金

剰余金又は欠損金（△） 5,934,084,854

元本等合計 13,920,445,316

純資産合計 13,920,445,316

負債純資産合計 13,925,343,317

注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

　

　
平成27年 2月11日現在

１.有価証券の評価基準及び評価方法 国債証券

移動平均法(買付約定後、最初の利払日までは個別法)に基づき、時価で評価してお

ります。

時価評価にあたっては、金融商品取引業者等の提示する価額、価格情報会社の提供

する価額又は業界団体が発表する売買参考統計値等で評価しております。

  

２.デリバティブの評価基準及び評価方

法

為替予約取引

個別法に基づき、わが国における計算日又は計算日に知りうる直近の日の対顧客先

物売買相場の仲値によって計算しております。

  

３.外貨建資産・負債の本邦通貨への換

算基準

投資信託財産に属する外貨建資産・負債の円換算は、原則として、わが国における

計算日又は計算日に知りうる直近の日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算し

ております。

なお、外貨建資産等については、「投資信託財産の計算に関する規則(平成12年総

理府令第133号)」第60条の規定に基づき、通貨の種類ごとに勘定を設けて、邦貨建

資産等と区分する方法を採用しております。従って、外貨の売買については、同規

則第61条の規定により処理し、為替差損益を算定しております。
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平成27年 2月11日現在

４.収益及び費用の計上基準 為替予約取引による為替差損益

約定日基準で計上しております。

  

 

　

（貸借対照表に関する注記）
 

 

　 平成27年 2月11日現在

１. 計算期間の末日における受益権の総数 7,986,360,462口

２. 計算期間の末日における1単位当たりの純資産

の額

1口当たり純資産額 1.7430円

(1万口当たり純資産額) (17,430円)

 

　

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項
 

 

　

　
平成27年 2月11日現在

１.貸借対照表計上額、時価及びその差

額

貸借対照表上の金融商品は原則として時価で評価しているため、貸借対照表計上額

と時価との差額はありません。

 

２.時価の算定方法 (1)有価証券

売買目的有価証券

「(重要な会計方針に係る事項に関する注記)」に記載しております。

 

(2)コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

 

３.金融商品の時価等に関する事項につ

いての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

 

 

　

（重要な後発事象に関する注記）
 

 

該当事項はありません。

 

　

（その他の注記）　

元本の移動
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区分 平成27年 2月11日現在

投資信託財産に係る元本の状況

期首 平成26年 8月12日

期首元本額 25,941,645,288円

期中追加設定元本額 5,894,191,258円

期中一部解約元本額 23,849,476,084円

期末元本額 7,986,360,462円

　

期末元本額の内訳

ＳＭＴ　新興国債券インデックス・オープン 2,945,625,158円

世界経済インデックスファンド 1,019,922,377円

ＤＣ新興国債券インデックス・オープン 2,461,101,305円

ＤＣ世界経済インデックスファンド 923,695,769円

新興国債券インデックスファンド（適格機関投資家専用） 197,934,997円

新興国債券インデックス・オープン（ＳＭＡ専用） 22,243,776円

ＤＣ世界経済インデックスファンド（株式シフト型） 12,573,794円

ＤＣ世界経済インデックスファンド（債券シフト型） 222,906,174円

世界経済インデックスファンド（株式シフト型） 64,391,546円

世界経済インデックスファンド（債券シフト型） 58,279,481円

新興国債券インデックス・オープン 7,907,119円

ＳＭＴ　インデックスバランス・オープン 49,778,966円

 

　

（デリバティブ取引に関する注記）
 

 

該当事項はありません。
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４【委託会社等の概況】

（１）【資本金の額】

 

平成27年 2月27日現在の資本金の額 3億円

発行可能株式総数 12,000株

発行済株式総数 3,000株

 

（２）【事業の内容及び営業の状況】

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信託の設定を行

うとともに金融商品取引法に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っています。ま

た、金融商品取引法に定める投資助言業務等の関連する業務を行っています。

平成27年2月27日現在、委託会社が運用の指図を行っている証券投資信託（マザーファンドを除きます。）

は次の通りです。

 本数（本） 純資産総額（百万円）

追加型株式投資信託 405 6,383,183

追加型公社債投資信託 0 0

単位型株式投資信託 10 65,007

単位型公社債投資信託 0 0

合計 415 6,448,190

 

（３）【その他】

(1)定款の変更

委託会社は、平成27年4月1日に取締役の役位としての会長を追加しました。

(2)訴訟事件その他の重要事項

平成27年 5月11日現在、訴訟事件その他委託会社及びファンドに重要な影響を及ぼした事実及び重要

な影響を及ぼすことが予想される事実は生じておりません。
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５【委託会社等の経理状況】

 

(1)　委託者である三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社（以下「委託者」という。）の財

務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下

「財務諸表等規則」という。）並びに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣

府令」（平成19年内閣府令第52号）により作成しております。

また、委託者の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和52年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関す

る内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）により作成しております。

なお、財務諸表及び中間財務諸表の金額については、千円未満の端数を切り捨てて記載しておりま

す。

 

(2)　委託者は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第28期事業年度（自　平成25年4月1日　

至　平成26年3月31日）の財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により監査を受けております。

また、第29期事業年度の中間会計期間（自 平成26年4月1日　至 平成26年9月30日）の中間財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人により中間監査を受けております。

 

（１）【貸借対照表】

（単位：千円）

 
前事業年度

（平成25年3月31日現在）

当事業年度

（平成26年3月31日現在）

資産の部       

流動資産       

現金及び預金　　　　　　　  8,192,444   10,457,599  

前払費用  81,751   114,325  

未収委託者報酬  2,210,605   2,735,763  

未収運用受託報酬  31,051   15,268  

未収入金  676   －  

繰延税金資産  61,743   144,183  

その他  19,263   3,448  

流動資産合計  10,597,535   13,470,589  

固定資産       

有形固定資産　　　　　　　       

建物 ※1 79,281  ※1 67,359  

器具備品 ※1 103,209  ※1 87,378  

有形固定資産合計  182,491   154,737  

無形固定資産       

ソフトウェア  168,561   203,360  

その他  1,770   4,686  

無形固定資産合計  170,332   208,046  

投資その他の資産       

投資有価証券  47,112   69,583  

長期前払費用  －   34,773  

長期貸付金  31,838   28,838  

会員権  25,000   25,000  

繰延税金資産  －   117,743  

その他  633   553  
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貸倒引当金  △31,838   △28,838  

投資その他の資産合計  72,746   247,653  

固定資産合計  425,570   610,437  

資産合計  11,023,105   14,081,027  

（単位：千円）

 
前事業年度

（平成25年3月31日現在）

当事業年度

（平成26年3月31日現在）

負債の部       

流動負債       

預り金  19,992   13,353  

未払金  1,459,757   1,723,999  

未払手数料  942,503   1,169,997  

その他未払金  517,254   554,001  

未払費用  82,209   44,167  

未払法人税等  204,363   1,467,469  

未払消費税等  11,940   129,007  

賞与引当金  92,832   94,659  

その他  21,231   14,376  

流動負債合計  1,892,326   3,487,033  

固定負債       

資産除去債務  12,281   12,492  

退職給付引当金  268,531   313,992  

繰延税金負債  303,555   －  

固定負債合計  584,368   326,485  

負債合計  2,476,694   3,813,518  

       

純資産の部       

株主資本       

資本金  300,000   300,000  

資本剰余金       

その他資本剰余金  350,000   350,000  

資本剰余金合計  350,000   350,000  

利益剰余金       

利益準備金  59,500   62,500  

その他利益剰余金       

別途積立金  2,100,000   2,100,000  

繰越利益剰余金  5,731,912   7,452,293  

利益剰余金合計  7,891,412   9,614,793  

株主資本合計  8,541,412   10,264,793  

評価・換算差額等       

その他有価証券評価差額金　  4,998   2,715  

評価・換算差額等合計  4,998   2,715  

純資産合計  8,546,410   10,267,508  

負債・純資産合計  11,023,105   14,081,027  

       

 

（２）【損益計算書】
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（単位：千円）

 

前事業年度 当事業年度

（自 平成24年4月1日

至 平成25年3月31日）

（自 平成25年4月1日

至 平成26年3月31日）

営業収益       

委託者報酬  19,128,296   22,773,831  

運用受託報酬  94,659   55,511  

営業収益合計  19,222,955   22,829,342  

営業費用       

支払手数料  9,030,246   10,451,296  

広告宣伝費  73,287   76,961  

公告費  2,244   －  

調査費  4,132,154   5,091,105  

調査費  207,030   259,236  

委託調査費  3,922,394   4,830,390  

図書費  2,729   1,479  

営業雑経費  1,294,879   1,264,334  

通信費  21,905   17,246  

印刷費  330,735   327,214  

協会費  21,939   22,524  

諸会費  757   773  

情報機器関連費  874,151   837,859  

その他営業雑経費  45,391   58,716  

営業費用合計  14,532,812   16,883,698  

一般管理費       

給料  2,259,238   2,201,964  

役員報酬  78,205   102,330  

給料・手当  1,967,177   1,846,450  

賞与  213,855   253,183  

退職給付費用  64,787   72,029  

役員退職慰労金  －   1,070  

福利費  190,716   207,122  

交際費  879   2,758  

旅費交通費  45,160   45,973  

租税公課  25,420   42,862  

不動産賃借料  129,096   130,938  

寄付金  －   3,385  

減価償却費  129,966   119,445  

諸経費 ※1 257,947  ※1 219,615  

一般管理費合計  3,103,213   3,047,165  

営業利益  1,586,929   2,898,479  

（単位：千

円）

 

前事業年度 当事業年度

（自 平成24年4月1日

至 平成25年3月31日）

（自 平成25年4月1日

至 平成26年3月31日）

営業外収益       
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受取配当金  1,919   －  

受取利息  6,475   7,464  

収益分配金  －   3,234  

投資有価証券売却益  924   553  

貸倒引当金戻入  3,000   3,000  

その他  2,552   1,775  

営業外収益合計  14,873   16,027  

営業外費用       

長期前払費用償却  －  ※1 23,222  

支払補償費  －   14,648  

投資有価証券売却損  14,182   284  

その他  361   2,112  

営業外費用合計  14,544   40,268  

経常利益  1,587,257   2,874,238  

特別利益       

投資有価証券売却益  30,000   －  

特別利益合計  30,000   －  

特別損失       

統合関連損失  484,725   －  

特別損失合計  484,725   －  

税引前当期純利益  1,132,532   2,874,238  

法人税、住民税及び事業税  369,828   1,623,332  

法人税等調整額  56,358   △502,474  

法人税等合計  426,187   1,120,857  

当期純利益  706,344   1,753,381  

 

（３）【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年4月1日　至　平成25年3月31日）

 （単位：千円）

 株主資本

資本金
資本剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 300,000 － －

当期変動額    

剰余金の配当    

当期純利益    

合併による増加  350,000 350,000

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
   

当期変動額合計 － 350,000 350,000

当期末残高 300,000 350,000 350,000

 

 株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金
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利益準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

利益剰余金

合計

株主資本合計

当期首残高 56,500 2,100,000 2,516,273 4,672,773 4,972,773

当期変動額      

剰余金の配当 3,000  △33,000 △30,000 △30,000

当期純利益   706,344 706,344 706,344

合併による増加   2,542,294 2,542,294 2,892,294

株主資本以外の項目

の

当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 3,000 － 3,215,638 3,218,638 3,568,638

当期末残高 59,500 2,100,000 5,731,912 7,891,412 8,541,412

 

 評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 △9,859 △9,859 4,962,913

当期変動額    

剰余金の配当   △30,000

当期純利益   706,344

合併による増加   2,892,294

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
14,857 14,857 14,857

当期変動額合計 14,857 14,857 3,583,496

当期末残高 4,998 4,998 8,546,410

当事業年度（自　平成25年4月1日　至　平成26年3月31日）

 （単位：千円）

 株主資本

資本金
資本剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 300,000 350,000 350,000

当期変動額    

剰余金の配当    

当期純利益    

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
   

当期変動額合計 － － －

当期末残高 300,000 350,000 350,000

 

 株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 59,500 2,100,000 5,731,912 7,891,412 8,541,412

当期変動額      

剰余金の配当 3,000  △33,000 △30,000 △30,000
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当期純利益   1,753,381 1,753,381 1,753,381

株主資本以外の項目

の

当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 3,000 － 1,720,381 1,723,381 1,723,381

当期末残高 62,500 2,100,000 7,452,293 9,614,793 10,264,793

 

 評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 4,998 4,998 8,546,410

当期変動額    

剰余金の配当   △30,000

当期純利益   1,753,381

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△2,283 △2,283 △2,283

当期変動額合計 △2,283 △2,283 1,721,098

当期末残高 2,715 2,715 10,267,508

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定しております。）

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

定率法によっております。

（2）無形固定資産

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、原則として社内における利用可能期間（5年）に基づいて償却

しております。

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度の負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金

従業員の退職に伴う退職金の支給に備えるため、当事業年度末における簡便法による退職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

４．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

注記事項

（貸借対照表関係）
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※1有形固定資産の減価償却累計額

 前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

建   物 23,594 千円 35,517 千円

器具備品 235,212 〃 188,630 〃

計 258,807 〃 224,147 〃

 

 

（損益計算書関係）

※1関係会社に対するものは次のとおりであります。

 前事業年度

（自 平成24年4月1日

至 平成25年3月31日）

当事業年度

（自 平成25年4月1日

至 平成26年3月31日）

諸経費 97,199 千円 73,276 千円

長期前払費用償却 － 〃 23,222 〃

 

 

（株主資本等変動計算書関係）

 

前事業年度（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日）

 

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末

普通株式（株） 3,000 － － 3,000

 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

３.剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の

総額（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成24年6月29日

定時株主総会
普通株式 30,000 10,000 平成24年3月31日 平成24年6月29日

 

４. 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議
株式の種

類

配当金の

総額（千

円）

配当金の

原資

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成25年6月28日

定時株主総会
普通株式 30,000 利益剰余金 10,000 平成25年3月31日 平成25年6月28日

当事業年度（自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日）

 

１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末
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普通株式（株） 3,000 － － 3,000

 

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。

 

３.剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の

総額（千円）

1株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成25年6月28日

定時株主総会
普通株式 30,000 10,000 平成25年3月31日 平成25年6月28日

 

４. 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成26年6月30日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

 

決議
株式の種

類

配当金の

総額（千

円）

配当金の

原資

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成26年6月30日

定時株主総会
普通株式 30,000 利益剰余金 10,000 平成26年3月31日 平成26年6月30日

 

 

（リ－ス取引関係）

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

 

１. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金を中心とする安全性の高い金融資産で運用し、必要な資金については内

部留保を充てております。

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク

未収委託者報酬については、ファンドという相手方の性質上、信用リスク及び流動性リスクはきわめて低いものと

考えております。また、投資有価証券は投資信託であり、投資信託については四半期ごとに時価を把握し、保有状況

を継続的に見直しております。

未払金については、全て1年以内の支払期日であります。

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

売上債権の管理については、社内規程を定め、随時確認を行うなどの管理を行っております。なお、未収委託者

報酬については、ファンドという相手方の性質上、信用リスクはきわめて低いものと考えております。

 

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

有価証券投資については、社内ガイドラインにて投資限度額や運用ルール（処分基準）を定めており、投資後も

適宜時価を把握し、保有状況を継続的に見直しております。
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③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社は、年度事業計画を策定し、これに基づいて必要となる資金を検討し、充足する十分な手元流動性を維持す

ることで、流動性リスクを管理しております。

 

２. 金融商品の時価に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難

と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）を参照ください）。　

 

前事業年度（平成25年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

 貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

（1）現金及び預金 8,192,444 8,192,444 －

（2）未収委託者報酬 2,210,605 2,210,605 －

（3）投資有価証券

その他有価証券

 

47,112

 

47,112

 

－

（4）未払金 (1,459,757) (1,459,757) －

（*）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

 
当事業年度（平成26年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

 貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額

（1）現金及び預金 10,457,599 10,457,599 －

（2）未収委託者報酬 2,735,763 2,735,763 －

（3）投資有価証券

その他有価証券

 

69,583

 

69,583

 

－

（4）未払金 (1,723,999) (1,723,999) －

（5）未払法人税等 (1,467,469) (1,467,469) －

（*）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。

 

 

（注1） 金融商品の時価の算定方法

 

（1）現金及び預金、並びに（2）未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

（3）投資有価証券

これらの時価について、投資信託は取引金融機関から提示された価格によっております。

 

（4）未払金、並びに（5）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

 

（注2） 金銭債権等の決算日後の償還予定額

 

前事業年度（平成25年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び預金 8,192,444 － － －

未収委託者報酬 2,210,605 － － －

 

当事業年度（平成26年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び預金 10,457,599 － － －

未収委託者報酬 2,735,763 － － －
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投資有価証券

投資信託
－ 7,743 21,044 －

 

（有価証券関係）

 

１．その他有価証券

 

前事業年度（平成25年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

区分
貸借対照表

計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
   

その他 45,159 37,315 7,843

小計 45,159 37,315 7,843

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
   

その他 1,952 2,030 △ 77

小計 1,952 2,030 △ 77

合計 47,112 39,345 7,766

 

当事業年度（平成26年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:千円）

区分
貸借対照表

計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの
   

その他 61,633 57,226 4,406

小計 61,633 57,226 4,406

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの
   

その他 7,950 8,138 △ 188

小計 7,950 8,138 △ 188

合計 69,583 65,365 4,218

 

 

２．事業年度中に売却したその他有価証券

 

前事業年度（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日）　　（単位:千円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

114,040 30,924 14,182

 

 

当事業年度（自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日）　　（単位:千円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

23,757 553 284

 

EDINET提出書類

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社(E12444)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

24/40



（デリバティブ取引関係）

 

該当事項はありません。

 

 
（退職給付関係）

 
１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を、また、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を採用してお

ります。

 
２．退職給付債務に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

（1）退職給付債務 268,531 313,992

（2）退職給付引当金 268,531 313,992

（注）１．当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．当社の退職給付債務は退職一時金のみです。

 
３．退職給付費用に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 前事業年度

（平成25年3月31日）

当事業年度

（平成26年3月31日）

（1）退職給付費用 64,787 72,029

（注）１．当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．金額には確定拠出年金への掛金支払額を含んでおり、前事業年度で13,971千円、当事業年度で

13,998千円であります。

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 前事業年度
（平成25年3月31日）

当事業年度
（平成26年3月31日）

繰延税金資産   
未払事業税 16,142 千円 102,368 千円
貸倒引当金繰入限度超過額 11,347 〃 10,277 〃
賞与引当金損金算入限度超過額 35,285 〃 33,736 〃
退職給付引当金損金算入限度超過額 95,704 〃 111,906 〃
減価償却超過額 1,067 〃 － 〃
その他 11,680 〃 13,094 〃

繰延税金資産　小計 171,228 〃 271,384 〃

評価性引当額 △11,347 〃 － 〃

繰延税金資産 合計 159,881 〃 271,384 〃

繰延税金負債     
その他有価証券評価差額金 △2,767 〃 △1,503 〃
投資有価証券売却益益金不算入額 △398,925 〃 △7,953 〃

繰延税金負債 合計 △401,693 〃 △9,457 〃

繰延税金資産（負債）の純額 △241,812 〃 261,926 〃

     

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため、注記

を省略しております。

 

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）の施行に伴い、「復興特別法人税に関する政令の一部
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を改正する政令」（平成26年政令第151号）が平成26年3月31日に公布され、平成26年4月1日以後に開始する事業年度か

ら復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定

実効税率は、平成26年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の38.01％から35.64％に

変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が9,649千円減少し、当事業年度に費用計上され

た法人税等の金額が9,649千円増加しております。

 

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

（セグメント情報）

当社は資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。

 

（関連情報）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 営業収益

内国籍投資信託又は本邦顧客からの営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

 

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

 

３．主要な顧客ごとの情報

前事業年度（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日）

顧客の名称 営業収益

PIMCO 米国ハイイールド債券 通貨選択型ファンド

（ブラジル・レアルコース）
2,429,898千円

（注）当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているため、当該投資信託を顧客として上表は記載して

おります。

 

当事業年度（自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日）

顧客の名称 営業収益

PIMCO 米国ハイイールド債券 通貨選択型ファンド

（ブラジル・レアルコース）
3,172,592千円

（注）当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているため、当該投資信託を顧客として上表は記載して

おります。

 

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

該当事項はありません。

 

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

該当事項はありません。
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（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

該当事項はありません。

 

（関連当事者情報）

 
１．関連当事者との取引

 
財務諸表提出会社と関連当事者の取引

 
（ア）財務諸表提出会社の親会社

 
前事業年度（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日）

種類

会社等の名

称

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

（百万円）

事業の内

容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連

当事者

との関

係

取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親
会
社

三井住友

トラスト・

ホールディ

ングス㈱

東京都

千代田区
261,608 持株会社

（直接）

100％

役員の

兼任

経営指導

料の支払
97,199 － －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①経営指導料

取引条件については、一般取引条件を勘案して決定しております。

 

当事業年度（自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日）

種類

会社等の名

称

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

（百万円）

事業の内

容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連

当事者

との関

係

取引の内

容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親
会
社

三井住友

トラスト・

ホールディ

ングス㈱

東京都

千代田区
261,608 持株会社

（直接）

100％

役員の

兼任

経営指導

料の支払
73,276 － －

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

①経営指導料

取引条件については、一般取引条件を勘案して決定しております。

 

（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

該当事項はありません。

 

（ウ）財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等
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前事業年度（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日）

種類

会社等の名

称

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

（百万円）

事業の内

容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連

当事者

との関

係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

兄弟

会社

三井住友信

託

銀行㈱

東京都

千代田

区

342,037

信託業務

及び

銀行業務

－

営業上

の

取引

役員の

兼任

投信販売

代行手数料

等

の支払

6,006,973
未払手数

料
613,819

投資助言費

用

の支払

2,226,006
その他

未払金
221,229

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

① 投信販売代行手数料

ファンド毎の手数料率については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定されております。

② 投資助言費用

各助言案件について、それぞれ合理的な水準にて助言料率を決定しております。

 

当事業年度（自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日）

種類

会社等の名

称

又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内

容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関連

当事者

との関

係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

兄弟

会社

三井住友信

託

銀行㈱

東京都

千代田

区

342,037

信託業務

及び

銀行業務

－

営業上

の

取引

役員の

兼任

投信販売

代行手数料

等の支払

6,745,672
未払手数

料
794,830

投資助言費

用

の支払

2,631,233
その他

未払金
239,120

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

① 投信販売代行手数料

ファンド毎の手数料率については、一般取引先に対する取引条件と同様に決定されております。

② 投資助言費用

各助言案件について、それぞれ合理的な水準にて助言料率を決定しております。

 

（エ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（1）親会社情報

 
前事業年度（平成25年3月31日）
三井住友トラスト・ホールディングス株式会社（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所に上場）

 
当事業年度（平成26年3月31日）

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社（東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場）

（企業結合等関係）　

前事業年度（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日）

 

当社は、平成24年1月24日開催の取締役会における決議に基づき、中央三井アセットマネジメント株式会社と平成24年4月

1日を効力発生日として合併する旨の「合併契約書」を平成24年1月31日付で締結いたしました。上記契約に基づき、当社及

び中央三井アセットマネジメント株式会社は、平成24年4月1日付で合併いたしました。

 

１．企業結合の概要
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（1）結合当事企業の名称及び当該事業の内容

結合企業

名称　　　　　当社

事業の内容　　投資運用業、投資助言・代理業、第二種金融商品取引業

被結合企業

名称　　　　　中央三井アセットマネジメント株式会社

事業の内容　　投資運用業、第二種金融商品取引業

 

（2）企業結合日

平成24年4月1日

 

（3）企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社、中央三井アセットマネジメント株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併

合併による新株の発行、金銭の交付および資本金の増加はありません。

 

（4）結合後企業の名称

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社

 

（5）その他取引の概要に関する事項

旧住友信託銀行グループと旧中央三井トラスト・グループは、平成23 年４月１日に経営統合を行い、三井住友ト

ラスト・ホールディングス株式会社（平成23 年４月１日付で中央三井トラスト・ホールディングス株式会社が商号

変更しております。）が誕生しました。今般、三井住友トラスト・ホールディングス株式会社のグループ会社とし

て、経営統合の目的に鑑み、統合効果を最大化する一環として、当社及び中央三井アセットマネジメント株式会社が

合併し「三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社」として発足しました。

 

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として

処理いたしました。

 

当事業年度（自 平成25年4月1日　至 平成26年3月31日）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

 前事業年度 当事業年度

 （平成25年3月31日） （平成26年3月31日）

1株当たり純資産額 2,848,803円51銭  3,422,502円93銭  

1株当たり当期純利益金額 235,448円31銭  584,460円49銭  

(注）１．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 前事業年度 当事業年度

 (自 平成24年4月 1日 (自 平成25年4月 1日

 至 平成25年3月31日） 至 平成26年3月31日）

     

当期純利益 706,344千円  1,753,381千円  

普通株主に帰属しない金額 －  －  

普通株式に係る当期純利益 706,344千円  1,753,381千円  

普通株式の期中平均株式数 3,000株  3,000株  
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中間貸借対照表

（単位：千円）

 第29期中間会計期間末

（平成26年9月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金  10,736,816

未収委託者報酬  3,496,458

繰延税金資産  85,943

その他流動資産  131,122

流動資産合計  14,450,340

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※1 62,410

器具備品 ※1 116,552

有形固定資産合計  178,963

無形固定資産  193,575

投資その他の資産   

投資有価証券  58,781

長期貸付金  27,338

会員権  25,000

その他の投資  20,550

繰延税金資産  122,025

貸倒引当金  △　27,338

投資その他の資産合計  226,357

固定資産合計  598,896

資産合計  15,049,237

   

負債の部   

流動負債   

未払金  2,137,961

未払費用  69,372

未払法人税等  681,263

賞与引当金  93,828

その他流動負債 ※2 185,306

流動負債合計  3,167,732

固定負債   

退職給付引当金  328,845

資産除去債務  12,599

固定負債合計  341,445

負債合計  3,509,177

   

   

   

（単位：千円）
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 第29期中間会計期間末

 （平成26年9月30日）

純資産の部   

株主資本   

資本金  300,000

資本剰余金   

その他資本剰余金  350,000

資本剰余金合計  350,000

利益剰余金   

利益準備金  65,500

その他利益剰余金   

別途積立金  2,100,000

繰越利益剰余金  8,721,600

利益剰余金合計  10,887,100

株主資本合計  11,537,100

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金  2,959

評価・換算差額等合計  2,959

純資産合計  11,540,060

負債・純資産合計  15,049,237

   

 

 

中間損益計算書

（単位：千円）

 

 

第29期中間会計期間

（自 平成26年4月1日

至 平成26年9月30日）

営業収益   

委託者報酬  13,096,655

運用受託報酬  8,732

営業収益合計  13,105,387

営業費用  9,550,999

一般管理費 ※1 1,514,728

営業利益  2,039,658

営業外収益 ※2 9,123

営業外費用  24,340

経常利益  2,024,441

税引前中間純利益  2,024,441

法人税、住民税及び事業税  668,312

法人税等調整額  53,822

法人税等合計  722,134

中間純利益  1,302,307

   

中間株主資本等変動計算書

第29期中間会計期間（自 平成26年4月1日 至 平成26年9月30日）
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 （単位：千円）

 株主資本

資本金
資本剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 300,000 350,000 350,000

当中間期変動額    

剰余金の配当    

中間純利益    

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
   

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 300,000 350,000 350,000

 

 株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 62,500 2,100,000 7,452,293 9,614,793 10,264,793

当中間期変動額      

剰余金の配当 3,000  △33,000 △30,000 △30,000

中間純利益   1,302,307 1,302,307 1,302,307

株主資本以外の項

目の当中間期変動

額（純額）

     

当中間期変動額合

計
3,000 － 1,269,307 1,272,307 1,272,307

当中間期末残高 65,500 2,100,000 8,721,600 10,887,100 11,537,100

 

 評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 2,715 2,715 10,267,508

当中間期変動額    

剰余金の配当   △30,000

中間純利益   1,302,307

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
244 244 244

当中間期変動額合計 244 244 1,272,551

当中間期末残高 2,959 2,959 11,540,060

 

重要な会計方針

 

第29期中間会計期間

（自 平成26年4月1日

至 平成26年9月30日）
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１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により

算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

定率法によっております。

（2）無形固定資産

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）

に基づく定額法によっております。

 

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当中間会計期間の負担額を計上しており

ます。

（3）退職給付引当金

従業員の退職に伴う退職金の支給に備えるため、当事業年度末における簡便法による退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。

 

４．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

注記事項

 

（中間貸借対照表関係）

第29期中間会計期間末

（平成26年9月30日）

 

※1  有形固定資産の減価償却累計額

 建   物 40,466千円  

 器具備品 187,949千円  

 計 228,416千円  
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※2  仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他流動負債」に含めて表示

しております。

 

 

（中間損益計算書関係）

第29期中間会計期間

（自 平成26年4月1日

至 平成26年9月30日）

 

※1  減価償却実施額

有形固定資産 22,111千円  

無形固定資産 36,655千円  

 

※2  営業外収益の主要項目

受取利息 3,339千円  

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

第29期中間会計期間（自 平成26年4月1日　至 平成26年9月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 当中間会計期間増加 当中間会計期間減少 当中間会計期間末

普通株式 （株） 3,000 － － 3,000

 

２．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の

総額（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成26年6月30日

定時株主総会
普通株式 30,000 10,000 平成26年3月31日 平成26年6月30日

（リ－ス取引関係）

第29期中間会計期間（自 平成26年4月1日　至 平成26年9月30日）

該当事項はありません。

 

（金融商品関係）

第29期中間会計期間末（平成26年9月30日）

平成26年9月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注2）を参照

ください。）。

（単位:千円）

 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額

(1)現金及び預金 10,736,816 10,736,816 －

(2)未収委託者報酬 3,496,458 3,496,458 －

(3)投資有価証券

その他有価証券

 

58,778

 

58,778

 

－

(4)未払金 (2,137,961) (2,137,961) －

EDINET提出書類

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社(E12444)

半期報告書（内国投資信託受益証券）

34/40



(*)負債に計上されているものについては、(　　)で示しております。

 

(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

 

(1)現金及び預金、並びに(2)未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 

(3)投資有価証券

これらの時価について、投資信託は取引金融機関から提示された価格によっております。

 

(4)未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 

(注2) 非上場株式（貸借対照表計上額3千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（３）投資有

価証券 その他有価証券」には含めておりません。

（有価証券関係）

第29期中間会計期間末（平成26年9月30日）

その他有価証券

（単位:千円）

区分
貸借対照表

計上額
取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの
   

その他 56,226 51,514 4,711

小計 56,226 51,514 4,711

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの
   

その他 2,552 2,665 △ 113

小計 2,552 2,665 △ 113

合計 58,778 54,180 4,598

（注）非上場株式（貸借対照表計上額3千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること

などができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」に

は含めておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

第29期中間会計期間（自 平成26年4月1日　至 平成26年9月30日）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

重要性が乏しいため記載を省略しております。

（セグメント情報等）

（セグメント情報）
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第29期中間会計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

当社は資産運用に関する事業の単一セグメントであるため記載を省略しております。

 

（関連情報）

第29期中間会計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略し

ております。

 

２．地域ごとの情報

(1)営業収益

  内国籍投資信託又は本邦顧客からの営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

(2)有形固定資産

  本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称 営業収益

PIMCO 米国ハイイールド債券 通貨選択型ファンド

（ブラジル・レアルコース）
1,703,639千円

J-REIT・リサーチ・オープン（毎月決算型） 1,456,865千円

（注）当社は約款に基づき投資信託財産から委託者報酬を得ているため、当該投資信託を顧客として上表

は記載しております。

 

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

第29期中間会計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

該当事項はありません。

 

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

第29期中間会計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

該当事項はありません。

 

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

第29期中間会計期間（自　平成26年4月1日　至　平成26年9月30日）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

第29期中間会計期間

（自 平成26年4月1日

至 平成26年9月30日）

 

1株当たり純資産額 3,846,686円70銭  

   

1株当たり中間純利益 434,102円38銭  
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なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在していない

ため記載しておりません。

 

（注）1株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 第29期中間会計期間

（自 平成26年4月1日

至 平成26年9月30日）

中間純利益 1,302,307千円

普通株式に係る中間純利益 1,302,307千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式の期中平均株式数 3,000株

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 

平成26年６月11日

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 白　川　芳　樹　　印

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 伊　藤　浩　之　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられている三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の平成25年４月１日から平成26年

３月31日までの第28期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重

要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

※１．上記は、当社が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成26年12月４日

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 白川　芳樹　　　印

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 竹内　知明　　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理

状況」に掲げられている三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の平成26年４月１日から平成27年

３月31日までの第29期事業年度の中間会計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る中間財

務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその

他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務

諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠

して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な

情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るため

に、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監

査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤

謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す

るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立

案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務

諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の平成26年９月30日現在の財政状態及び同

日をもって終了する中間会計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）の経営成績に関する有用な

情報を表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

※１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保

管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
 
 

平成２７年４月１０日
 

三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社

取　　　締　　　役　　　会　　　御中  

 
 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

指定有限責任社員業
務執行社員

 

公認会計士 佐藤智治 印

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状
況」に掲げられている新興国債券インデックス・オープンの平成２６年８月１２日から平成２７年２月１１日までの
中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中
間監査を行った。
 
中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を
作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成
し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査
を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して
投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画
を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続
の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間
財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監
査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作
成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
中間監査意見
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準
拠して、新興国債券インデックス・オープンの平成２７年２月１１日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了す
る中間計算期間（平成２６年８月１２日から平成２７年２月１１日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示し
ているものと認める。
 
その他の事項
ファンドの平成２６年５月１８日をもって終了した前計算期間の中間計算期間に係る中間財務諸表について中間監
査は実施されていない。
 
利害関係
三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認
会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

※１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途

保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは中間監査の対象には含まれておりません。
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